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 災害時には住民同士の共助が重要となり，災害対策基本法では第５条第２項

において，自主防災組織の充実が規定されている．自主防災組織に関しては，

阪神淡路大震災を契機に共助の重要性が広く国民に認識されるようになり，

1995 年に 43.8%であった自主防災組織の活動カバー率は，2010 年には 74.4%に

まで高まってきている．しかし，組織化しただけでは自主防災組織は有効には

機能しない．本発表では，2010 年度に実施した全国ウェブ調査に基づき，自主

防災組織の抱える課題を明らかにする。その上で、自主防災組織による避難支

援や安否確認支援に関して、平時と災害時の組織のマネジメントにも焦点を当

てながら、ICT の活用可能性について、兵庫県三木市での実証実験の結果も踏

まえて、検討を行う。 
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